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第１章　経営展望策定の趣旨

　１　経営展望策定の背景及び目的

　　　　会津若松市公設地方卸売市場（以下、「本市場」という。）は、昭和５０年

月の開設以来、４３年にわたって日常生活に欠かすことのできない生鮮食料品

等を、市民はもとより会津地方全域の消費者に対して円滑かつ安定的に供給す

るための流通機構として大きな役割を果たしてきました。

　　　　また、平成２６年２月に改定した会津若松市公設地方卸売市場活性化プラン

（「以下、「市場活性化プラン」という。平成３０年度目標）や市場経営の安

定を図ることを目的とする指定管理者制度を平成２８年４月から導入し、市場

機能の維持と活性化を図ってきたところです。

　　　　しかしながら、卸売市場を取り巻く環境は年々厳しい情勢となっており、流

通経路の多様化や会津地域における人口の減少と少子高齢化の進行による消費

量の減少、単身・単独世帯の増加などによる消費動向の変化等を要因とする、

市場取扱高の減少が懸念されている状況にあります。

　　　　そのような中、国は卸売市場の整備・運営の基本方針となる「第１０次卸売

市場整備基本方針」を平成２８年１月に、県においても「第９次福島県卸売市

場整備計画」が同年１1月に策定され、本市場が会津地域の核となる「地域拠

　　　点市場」に位置づけられるなど、経営戦略の確立による市場機能の強化が求め

られております。

　　　　こうした情勢の変化に対応し、公設市場としての機能を将来にわたって維持

　　　・継続していくため、有識者や市場内事業者で構成する会津若松市公設地方卸

売市場活性化円卓会議（以下、「円卓会議」という。）を設置し、今後１０年

間の本市場の目指す方向性の指針として「会津若松市公設地方卸売市場経営展

望」（以下、「経営展望」という。）を策定し、本市場の健全な運営と活性化

に向けた取組の推進を図るものです。

　２　経営展望の位置づけ

　経営展望は、会津若松市第７次総合計画における政策分野「１０.食料・農業

・農村」の公設地方卸売市場に係る実施計画として位置づけるとともに、国の

「第10次卸売市場整備基本方針」や「第９次福島県卸売市場整備計画」に則し、

平成３０年６月に改正された「卸売市場法」などの関係法令や市の個別計画等

との整合性を図っていきます。

　また、平成２６年２月に改定した市場活性化プランの総括を踏まえつつ、そ

の取組についても継続して進めます。

　３　経営展望の期間

　　　平成３１年度から平成４０年度までの１０ヵ年とします。
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第２章　卸売市場を取り巻く情勢

１　全国の情勢

　　市場取扱高の減少の全国的な要因として、

　　⑴　少子高齢化による社会構造の変化

　　⑵　市場外流通の拡大

　　⑶　食生活の変化

　　が挙げられています。　

　⑴　少子高齢化による社会構造の変化　

　　　ア　少子高齢化

　　　　　全国の年齢別割合の推移を見ると、０～14歳までの割合が減少する一方、

　　　　65歳以上の割合が増加しています。これは、本市でも同様の傾向が見られ、

　　　　平成 27年度の高齢化率（65歳以上の割合）は、全国で 26.6％、本市では

　　　　28.5％となっており、今後も少子高齢化は進行すると予想されています。　

　　　　　　　　　　　　　　年度別割合の推移

　　　　【出典】　平成 12年、 17年、 22年、 27年国勢調査（総務省統計局）

全国 会津若松市 全国 会津若松市 全国 会津若松市 全国 会津若松市
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　　　イ　食料消費量の減少

　　　　　国民一人当たりの年間食料消費量（供給純食料）は、平成 29年の概算値

　　　　は 459.5㎏と若干持ち直したものの、ピークとされる平成７年との比較では

　　　　48㎏減少しており、少子高齢化等による社会構造の変化などが大きく関わっ

　　　　ているものと考えられています。

　                       国民一人当たりの年間食料消費量

平成7年
平成17年

平成23年
平成24年

平成25年
平成26年

平成27年
平成28年度

平成29年度
　　（概算）

420

430

440

450

460

470

480

490

500

510

520

507.5

486.5

460.8
464.2

459.3
456.3 455.5 453.6

459.5

【出典】　平成 29年　食糧需給表（農林水産省）より作成

〔単位：㎏〕

－３－



　⑵　市場外流通の拡大　

　卸売市場経由率は年々低下しており、これは、輸入農産物の増加、大手量販

店や外食産業等における農場経営、企業と生産地との直接取引など生鮮食料品

の仕入方法等が多様化していること、加えて、生産者自らが販売を行う直売所

の増加や、市場を経由することの少ない加工食品を多用する中食・外食に対す

る消費者ニーズの高まりなどが要因として挙げられています。

卸売市場経由率の推移

年度 19 20 21 22 23 24 25 26 27

青果 87.2％ 88.1％ 87.7％ 87.4％ 85.9％ 85.1％ 85.8％ 84.4％ 81.2％

　　　　　　　　　　　　　　　　【出典】平成 29年度卸売市場データ集（農林水産省）

　　（参考２）農産物直売所・事業体数及び年間販売金額推移

年度 23 24 25 26 27 28

事業体数 22,980 23,560 23,710 23,710 23,590 23,440

販売金額 7,927億円 8,448億円 9,026億円 9,356億円 9,974億円 10,324億円

　　　　　　　　　　　　　　　　【出典】6次産業化総合調査（農林水産省）
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（参考１）国産青果物の卸売市場経由率の推移
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　⑶　食生活の変化　

　　最終消費額※は、平成７年をピークに減少しています。中でも「生鮮品等」

は減少傾向が続いており、加工品需要の高まりや外食機会の増加、輸入品の増

加、家庭での調理機会の減少といった要因が考えられています。

　　　　※１　旅館・ホテル、病院等での食事については、使用された食材費を最終消費額として

　　　　　　　　　それぞれ「生鮮品等」及び「加工品」に計上

　　　　※２　加工食品のうち精米・精麦等、各種肉類及び冷凍魚介類については、加工度

　　　　　　が低いため「生鮮品等」に計上

飲食料の最終消費額

   （参考）農水産物輸入額の推移　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位：10億円〕

年度 平成 21年 23 25 27 28 29

農産物 4,561 5,584 6,137 6,563 5,827 6,426

水産物 1,297 1,455 1,580 1,717 1,598 1,775

　　　　　　　　　　　　　　　　　【出典】農林水産物輸出入概況（農林水産省）
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【出典】　飲食料の消費に関する統計（農林水産省）
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２　会津若松市公設地方卸売市場を取り巻く情勢

　⑴　会津地方（流通圏域）の人口、高齢者数等の推移

　　　平成 27年実施の国勢調査によると、会津管内２市11町４村の人口は約27万

８千人であり、前回調査した平成 22年より１万４千人の減、15歳未満の人口の

減少に対し、65歳以上の人口が増加しており、高齢化率が国や県を上回る状況

が続いています。

　　　また、平成 27年４月に策定した「会津若松市　まち・ひと・しごと創生人口

ビジョン」における将来人口推計においては、現状の人口動態が続いた場合、

平成 47年には10万人を下回ることが予測されており、人口の減少・少子高齢

化が生鮮食料品の消費量の減少に大きく影響することが想定されます。

　　　　　　　　　　　　　　会津管内人口の推移　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔単位：人〕

区　分 平成12年 平成17年 平成 22年 平成 27年

　総人口※ 319,659 306,928 291,944 277,754

　　15歳未満 49,844 43,201 37,123 32,580

　　15歳～64歳 189,281 177,843 166,249 152,376

　　65歳以上 79,497 85,392 87,479 90,161

高

齢

化

率

会津管内 24.9％ 27.8％ 30.0％ 32.5％

会津若松市 19.6％ 22.7％ 25.6％ 28.5％

県 20.3％ 22.7％ 25.0％ 28.7％

全国 17.3％ 20.1％ 22.8％ 26.6％

　　※　年齢不詳者を含む

 【出典】平成12年、17年、22年、27年国勢調査（総務省統計局）より作成

　⑵　市の農業生産者、農業就業人口の推移

　　　本市の総農家数は年々減少しており、うち販売農家数は、５年前と比較して

　　465戸減少（△17.9％）しています。

　　　また、農業就業人口も減少するとともに高齢化が進んでおり、平成 27年は若

　　干、持ち直したものの、農業従事者の約６割が 65歳以上となっています。

　　　このため、地域農業の担い手として認定農業者、集落営農組織及び新規就農

　　者をはじめとした多様な担い手の確保と育成を図っていくことが必要であり、

　　そこで生産された農産物をいかに市場へ流通させるかが重要な課題となってい

　　ます。

－６－



　　　　　　　　会津若松市の総農家数及び農業就業人口の推移　　

区　分 平成17年度 平成22年度 平成27年度
Ｈ17－

22比較

Ｈ22－

27比較

①　総農家数（戸） 3,489 3,290 2,842 △199 △448

　ア　販売農家（戸） 2,883 2,591 2,126 △292 △465

　イ　自給的農家（戸） 606 699 716 　93 　17

②　農業就業人口

　　（販売農家数・人）
5,314 4,211 3,682 △1,103 △529

　うち、65歳以上（人） 3,184 2,637 2,233 △547 △404

　　　　　65歳以上（％） 59.9 62.6 60.6 2.7％ △2.0％

 【出典】農林業センサス（農林水産省）より作成

　⑶　観光客及び小売店舗の推移

    ①　観光客の推移 

　　　　平成 29年に会津若松市を訪れた観光客の総数は 2,970千人と、前年との比

　　　較で 28千人（約 1％）の増となりました。

　　　　また、教育旅行における県外来訪者数も増加傾向にあり、震災前（平成 22

　　　年）の約70.6％まで回復しています。

　　　　このことからも、市内の旅館やホテル等との取引の確保・拡大を市場内取

　　　扱高を上げる契機として捉え、取組を強化することが求められています。
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【出典】平成29年観光客入込数とその実態調査（観光課）

会津若松市観光客入込みの推移

－７－



    ②　小売店舗の推移

　　　　店舗数としては、前回調査との比較では微増となっているものの、市場に

　　　おける買受人については、経営者の高齢化や後継ぎの不在、量販店の進出な

　　　どを要因とした廃業により減少傾向にあります。

　　　　市内外の小売業者や飲食店等に向けた市場ＰＲや商談会等の開催、消費者

　　　ニーズに応えられる品揃えや数量の確保など、販売を促進・拡大する取組の

　　　強化が必要です。

 

　　　　　　　　　会津若松市の小売業数の推移：（　）内は県内

　　　　　　年度
平成 24年 平成 26年 平成 28年

　分類

野菜・果実 30（266） 28（329） 28（360）

鮮魚 8（183） 7（202） 11（226）

飲食料品 271（3,440） 268（4,281） 276（4,508）

合計 309（3,889） 303（4,812） 315（5,094）

　　　　　　　　　　　【出典】平成 24、28年経済センサス及び（総務省統計局）

　　　　　　　　　　　　　　　平成 26年度商業統計調査（経済産業省）

　

　　　　　※１　買受人　地元小売業者及び量販店。卸売業者や仲卸業者と一定のロット数

　　　　　　　　　　　　で取引を行い、消費者へ販売する。

　　　　　※２　買出人　新規の小売業者や飲食店。小ロットで仲卸業者と取引を行う。　

会津若松市公設地方卸売市場　買参人の推移
〔単位：人〕
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第３章　会津若松市公設地方卸売市場の現状

　1　概要

　　　本市場は、会津における唯一の公設地方卸売市場として広域性と公共性を併

せ持ち、市民はもとより会津地方全域の消費者にとって、日常生活に欠かすこ

とのできない生鮮食料品等の供給拠点として重要な役割を果たしています。

　　　卸売市場を取り巻く環境の変化に柔軟に対応しつつ、管理運営の効率化を通

して市場機能の維持・活性化を図るため、平成２８年４月から指定管理者制度

を導入し、一般社団法人会津若松市公設地方卸売市場協会がその任を担ってい

ます。

　　⑴　名　　　称　　会津若松市公設地方卸売市場

　　⑵　開　設　者　　会津若松市

　　⑶　所　在　地　　会津若松市一箕町大字鶴賀字船ヶ森東４７０番地

　　⑷　用　　　地　　１２２，０００㎡

　　⑸　開　設　日　　昭和５０年１０月６日

　　⑹　業務開始日　　青果部・水産物部　昭和５０年１０月６日

　　　　　　　　　　　花き部　　　　　　平成  ８年  ６月３日

　　⑺　建　設　費　　約２８億３千万円（花き部含む） 

　　⑻　流 通 圏 域 　 　 会津地方２市１１町４村 （供給対象人口　約２７１千人）

　　⑼　職　員　数　　一般社団法人会津若松市公設地方卸売市場協会職員４名

　　⑽　位　　　置

会津中央病院

－９－



　２　市場の機能

　　⑴　集荷・分荷機能

　　　　多種多様な商品を広く各地から集荷する品揃えの機能と、小売業者等に対

して販売し分荷する機能があります。

　　⑵　価格形成機能

　　　　出荷者から販売の委託を受けた生産物を、せり等による買参人間の適切な

　　　競争を通じて需要・供給を反映した公正な価格を形成する機能があります。

　　⑶　代金決済機能

　　　　販売を受けた小売業者からの迅速な販売代金の回収と、出荷者に対する迅

　　　速確実な販売代金の支払いを行う機能があります。

　　⑷　情報機能

　　　　需給に係る情報の収集・伝達を行う機能があります。

　　⑸　災害時対応機能

　　　　大規模災害時における物流拠点等として市民生活の安心を支える機能があ

　　　ります。

　３  市場事業者数

区分 卸売業者※1 仲卸業者※2

　青果部 ２社 ４社

　水産物部 ２社 ３社

　花き部 １社 －

　関連事業者※3 　　　　　　　７社

　付属機関※4 　　　　　　　２社

合計 　　　　　　２１社

　　※１　卸売業者

　　　　　生鮮食料品等を、全国から安定的かつ計画的に集荷し、仲卸業者及び買受人に販

　　　　売することを業務としており、福島県知事の許可を受けて営業しています。

　　※２　仲卸業者　　

　　　　　市場内の店舗で卸売業者から買い受けた物品を仕分け、調整して、買受人、買出

　　　　人等に販売することを業務としています。開設者の許可を受けて営業し、市場にお

　　　　ける価格形成に重要な役割を担っています。

　　※３　関連事業者（７社）　

　　　　　市場機能の充実を図るとともに、市場の利用者に便益を提供するため、開設者が

　　　　市場内の店舗において業務を営むことを許可した者です。

　　※４　付属機関（２社）　

　　　　　市場における決済業務の円滑化を図るため、精算会社及び代払機関が開設者の許

　　　　可を得て設置されています。

（平成 30年 10月現在）
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　４　卸売業者の取引状況の推移

　　　供給圏域である会津地域の人口の減少や少子高齢化による食料消費量の減少、

　　　流通形態の多様化などを要因とする取扱高の減少が続いています。

　　⑴　取扱数量（花きは単位が異なることから未記載）

　　　　　　　　　　　　　

　　⑵　取扱金額
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【出典】市場年報、福島県現住人口調査年報（各年10月 1日現在）
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　５　市場施設の現状

　　　開設から４３年が経過しており、経年劣化による不具合等を改修・修繕しな

　　がら使用しています。

　　　生鮮食料品等の品質管理の向上や物流の高度化など時代のニーズに的確に対

　　応した整備を進めるとともに、計画的な改修により老朽化した施設の延命化を

　　図っていく必要があります。

市場用地 　１２２，０００㎡

駐車場 　約３５，０００㎡

卸売場

　５，７３０㎡　

　　（内訳）　青 果 部　　３，３２４㎡

　　　　　　　水産物部　　１，８００㎡

　　　　　　　花 き 部　　　　６０６㎡

仲卸売場

　１，２３５㎡

　　（内訳）　青 果 部　　　　５３２㎡

　　　　　　　水産物部　　　　６２４㎡

　　　　　　　花 き 部　　　　　７９㎡

業者事務所 　２，６７２㎡

買荷保管所 　２，０１２㎡

倉庫 　１，２４９㎡

冷蔵庫・加工施設 　６４０㎡（１４室）

管理棟事務所 　３１５㎡

関連商品売場 　１，７７４㎡　

　６　未使用施設の状況

　　　経営難や事業者の高齢化により、未使用施設が生じています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成 30年 10月現在）

区　分 面　積

水産棟

仲卸売場 117㎡

買荷保管所 149㎡

花き棟
事務所 48㎡

仲卸売場 79㎡

関連店舗棟

Ａ区画・49㎡ １箇所

Ｂ区画・33㎡ ６箇所

Ｃ区画・26㎡ ２箇所
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　７　地方卸売市場事業特別会計の現状

　　　本市場は、「特別会計」により、企業経営と同様に収入と支出の均衡を図り

　　ながら独立採算制を原則として運営しています。

　　　特別会計の主な収入は、市場使用料及び売場使用料を主な財源として構成さ

　　れていますが、取扱数量の減少とそれに伴う売上高の減、市場内事業者の撤退

　　による空き施設の増加等により、収入は減少傾向にあります。

　　　市としては、市場を取り巻く厳しい状況に対応するため、市場内事業者の経

　　営改善に向けた環境を整えることを目的に、平成 25年度から市場使用料及び売

場使用料の一部について特例措置（引き下げ）を実施してきました。

　また、平成 25年２月には市場活性化プランを改定し、指定管理者制度を平成

28年４月から導入するなど、管理運営の効率化を図ってきたところです。

　これにより、市場内事業者においては、事業の継続や従業員等の雇用の確保

など、特別会計においても、維持管理費及び職員人件費の削減による一般会計

繰出金の縮減等、一定の効果を得てきました。

　しかしながら、市場使用料及び売場使用料が収入に占める割合は、特例措置

実施前の割合に戻りつつあるものの、収入額自体は減少傾向にあります。

　また、現在、歳入と歳出の不足分を一般会計からの繰入金で補てんしている

状況にあり、今後、老朽化した施設の改修や新たな設備の整備等による維持管

理経費の増が懸念されています。
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地方卸売市場事業特別会計の推移

　　⑴ 歳入決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

科　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

市場使用料（売上高） 29,559 21,610 21,390 21,272 20,622 19,922

売場使用料（面積） 79,800 62,463 63,948 63,361 63,414 61,767

小　計 109,359 84,073 85,338 84,633 84,036 81,689

手数料 10 6 5 3 8 6

一般会計繰入金 26,100 57,215 62,701 62,526 40,514 36,274

前年度繰越金 7,722 2,944 6,326 5,531 6,475 7,337

諸収入 33,999 37,488 40,463 37,378 359 55

合　計 177,190 181,721 194,833 190,071 131,392 125,361

使用料の割合 61.7％ 46.3％ 43.8％ 44.5％ 64.0％ 65.2％

一般会計繰入金の割合 14.7％ 31.5％ 32.2％ 32.9％ 30.8％ 28.9％

　　⑵  歳出決算　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

科　目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

職員人件費等 28,752 28,125 33,264 31,731 0 0

報償費 294 518 371 413 259 441

旅費 103 93 23 35 0 15

需用費 42,779 43,916 43,998 41,250 0 0

役務費 635 529 622 518 274 280

委託料 32,270 29,731 36,309 32,264 71,477 70,056

使用料及び賃借料 5,707 5,707 5,870 5,870 1,532 144

工事請負費 23,197 25,806 28,772 28,104 19,033 17,212

備品購入費 29 30 0 0 0 0

負担金補助及び交付金 9,650 9,650 9,640 12,087 40 30

公課費 1,355 1,815 958 1,849 1,965 1,916

公債費 29,475 29,475 29,475 29,475 29,475 29,475

予備費 0 0 0 0 0 0

合　計 174,246 175,395 189,302 183,596 124,055 119,569

職員人件費等の割合 16.5％ 16.0％ 17.6％ 17.3％ － －

工事請負費の割合 13.3％ 14.7％ 15.2％ 15.3％ 15.3% 14.4％
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第４章　市場活性化プランに係る取組・課題及び総括

　平成26年度から平成30年度を計画期間とする「市場活性化プラン」では、施策

大綱として位置づけた集荷対策、販路対策、市場施設の有効活用及び拡充、市場開

放の４項目に基づく２１の施策と、指定管理者制度の導入を主とする効率化策の実

施に努めてきました。

　円卓会議において検証したその取組状況と課題、総括は、次のとおりです。

市場活性化プラン・施策大綱及び施策の体系

施策大綱 施策の体系

１　集荷対策

１　生産者・産地の育成支援

２　新規生産者・産地・産品の情報の共有

　⑴　商品価値の向上の支援

　⑵　商品のＰＲ及び販売促進

　⑶　集荷人の育成・支援

３　地域内生産者・産地の市場入荷の促進

４　会津全域での地産地消のエリア拡大

５　消費ニーズに応えた移入品の安定供給

２　販路対策

１　地域内市場流通品の消費拡大

　⑴　学校給食等公共施設への市場流通商品活用の推進

　⑵　企業食堂等の市場流通商品活用の推進

２　顧客ニーズの把握

　⑴　小売店等の買受人・買出人

　⑵　量販店

３　必要な市場機能の整備

４　販売促進キャンペーンへの協力

３　市場施設の有効活用及び

　拡充

１　必要な市場機能の整備と活用に向けた可能性の検討

２　市場全体で有効かつ新たな可能性の高い空地利用

４　市場開放及びＰＲ活動
１　市場から地域内消費者への情報提供

２　市場開放等のあり方

　

【効率化策】

施　策 主な取組

１　事業者連携・共同化による

　業務の効率化

○　共同配送による流通コストの削減

○　荷捌所、買荷保管所等の共同利用による効率的な運用

２　市場情報のＩＣＴ化の推進

○　入荷品目や取引価格等、需要者が必要とする情報の即

　時表示

○　市況及び卸売予定数量報告書の電子データ化

○　各種情報の電子データ化

３　指定管理者制度の導入

○　市場条例の改正

○　市場協会の一般社団法人化

○　指定管理者指定申請書の提出・審査、候補者の決定手

　続き
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施策大綱１　集荷対策

⑴　取組・課題
　　開設者である市の取組としては、液晶モニターを青果部卸売場に設置し、卸売業者及び

市場協会と連携しながら市況情報等の迅速な提供に努めた。

　　青果部及び花き部については産地市場であり、卸売業者が定期的に農家等を訪問し、栽

培指導や各種品目の取引状況などの情報提供を行っているが、生産者の高齢化や後継者不

足による耕作面積の減少により、個人としての事業継続はもとより出荷組合としての組織

維持が困難な状況にあり、安定した取引に必要となる一定量のロットの確保が懸念されて

いる。

　　また、消費市場である水産物部についても、会津地域における消費人口の減少等が卸売

　・仲卸業者の集荷・販売計画に大きく影響しており、産地との情報交換による新規商品の

掘り起こしや仕入期間の短縮（品質の向上）などに取組みながら、需要者ニーズへの対応

による販売先の確保に努めている。

⑵　総括

活性化策 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　情報受発信機能の構

　築（生産者・需要者へ

　のコーディネート機能

　強化）

市・市場協会 △

・　市場円卓会議の設置及び新

　たな役割の付加（経営展望の

　策定等）

・　青果部卸売業者と連携した

　液晶モニターによる出荷者や

　買参人への迅速な情報提供

　継続

（優先）

②　生産者・産地の育成

　支援
市・市場協会 ○

・　生産者への各種支援事業の

　実施
　継続

③　新規生産者・産地・

　産品の情報共有
市 ○

・　青果部卸売業者との連携に

　よる新たな園芸作物の振興　

　（里芋）

　継続

④　地域内生産者・産地

　への市場入荷誘導
市場内関係者 ○

・　卸売業者等による産地訪問

　及び栽培等の指導実施
　継続

⑤　需要者ニーズに対応

　した移入品の安定供給

市・

市場内関係者
△

・　卸売業者等による量販店と

　の連携及び買参人要望への対

　応

・　市場への一次加工やパッケ

　ージ施設の検討は未実施

　継続

（優先）

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）
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施策大綱２　販路対策

⑴　取組・課題
　　会津地域における消費人口の減少や買参人の廃業等に伴う取引先の減少に対応するため、

商談会やバイヤーとの合同による現地視察、外食産業への情報提供等を行いながら、量販

店や関東圏を中心とする他市場などへの販路拡大を図っている。

　　しかしながら、量販店との新規取引に伴う条件の厳しさとともに、新規参入に向けた人

的配置や商品の配送体制の確保、商品の鮮度維持等に係るコストの増が経営を圧迫する可

能性が大きいなど、苦戦や撤退を余儀なくされている状況にある。

　　施設面においては、量販店等からの要望、さらには市民からの生鮮食料品の安全・安心

に対する期待の高まりに応えられる、低温（定温）売場の設置によるコールドチェーンシ

ステムや加工・パッケージ施設の整備が求められている。

　　また、原子力発電所事故に伴う風評被害対策として、県及び市のモニタリング情報の速

やかな提供とともに、観光施設やツアー業者等と連携した修学旅行等の誘致について、市

関係部局や関係機関とともに取組む必要がある。

⑵　総括

活性化策 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　情報受発信機能の構

　築（再掲）
市・市場協会 △ ・　再掲（集荷対策①参照）

　継続

（優先）

②　学校給食への市場流

　通商品の活用推進
市場内関係者 ○

・　卸売・仲卸業者及び買参人

　との連携・協力による市場流

　通品の利用推進

　継続

③　ホテルや企業食堂等

　への市場流通商品の活

　用推進

市場内関係者 △
・　卸売・仲卸業者による販促

　活動
　継続

④　需要者ニーズの的確

　な把握
市場内関係者 △ ・　再掲（集荷対策⑤参照） 　継続

⑤　市場取扱生鮮食品の

　安全性対策　　

　（風評被害対策）

市・卸売業者 △

・　簡易検査体制Ｈ 28.3終了

・　卸売業者による出荷者への

　検査推奨及び県・全国公設地

　方卸売市場協議会からの情報

　提供（市場協会経由）

見直し

⑥　販売促進キャンペー

　ンへの協力
市・市場協会 ○

・　観光施設及び市場協会を窓

　口とした新たな取引要望団体

　への対応

　継続

⑦　新たな市場取扱い品

　目への対応

　（規制緩和策）

市・

市場内関係者
× ・　未実施 　継続

⑧　市場内購買者の増加

　対策（規制緩和策

市・

市場内関係者
× ・　未実施 　継続
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活性化策 事業主体
実施状況 今後の

方向性評価 総括

⑨　コールドチェーンシ

　ステムの確立
市・卸・仲卸 △

・　低温（定温）売場のあり方

　や、事業費など卸売業者を対

　象とした概要協議のみ。

　継続

（優先）

⑩　加工、パッケージ施

　設等の付加価値施設の

　整備検討

市・

市場内関係者
× ・　未実施

　継続

（優先）

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－１８－



施策大綱３　市場施設の有効活用及び拡充

⑴　取組・課題
　　昭和５０年１０月の開設から４３年が経過し、市場の施設・設備は老朽化が著しく、市

場内事業者の営業活動への影響などが懸念されており、市場活性化プランの策定以降、落

下の危険性が高い青果棟及び水産棟の重量シャッターをはじめ、場内道路の舗装を中心と

した改修工事を実施している。平成２８年度からは指定管理者である一般社団法人会津若

松市公設地方卸売市場協会が、協定書に基づきながら大小様々な改修・修繕を行っており、

市場利用者の安全性の確保と利便性の向上に努めている。

　　今後については、長寿命化に向けた取組みとともに、現在の流通システムに対応できる

低温（定温）売場などの整備が急務となっている。

　　一方、経営不振等による事業者の退場により、事務室等に空きが発生していることから、

新たな事業者の募集や目的外利用による施設の有効な利活用など、多様な可能性について

検討する必要がある。

⑵　総括　

活性化策 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　コールドチェーンシ

　ステムの確立（再掲）
市・卸・仲卸 △ ・　再掲（販路対策⑨参照）

　継続

（優先）

②　加工、パッケージ施

　設等の付加価値施設の

　検討

市・

市場内関係者
× ・　再掲（販路対策⑩参照）

　継続

（優先）

③　市場施設の補修・整

　備工事の実施（施設の

　長寿命化と設備更新）

市 ○

・　青果・水産棟重量シャッタ

　ーの改修及び指定管理者によ

　る速やかな修繕対応

　継続

④　市場内空地の有効活

　用

市・

市場内関係者
× ・　未実施 　継続

⑤　施設整備等に係る補

　助・交付金等の財源の

　確保

市 × ・　未実施 　継続

⑥　新たな業種・機能の

　位置付け検討

　（規制緩和策）

市・

市場内関係者
×

・　水産物部及び花き部仲卸業

　者、関連事業者の募集を行っ

　たが申し込み無し。

　　新たな業種等（運送業者の

　事業所や量販店等のバイヤー

　事務所）の参入についても具

　体的な検討未実施

　継続

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－１９－



施策大綱４　市場開放及びＰＲ活動

⑴　取組・課題
　　市場開放については、平成２７年度に開設４０周年記念事業の一環として「市場まつり

　」を開催しているが、福島や郡山市場のほか、全国的には月１回など定期的に開催してい

る事例もある。

　　市民をはじめとした一般の消費者が入場できる市場開放については、イベントとしての

賑わいの創出のみならず、卸売市場の機能や役割についての理解を醸成する機会として、

また、消費者ニーズを直に汲み取ることのできる有効な手段として、市民との交流を深め

るための重要な施策の一つであることから、開催形態や手法等について市場内事業者との

十分な調整を図りながら進めていく必要がある。

⑵　総括　

活性化策 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　市場開放イベントで

　の情報発信
市場協会 × ・　未実施 　継続

②　市場内事業者等によ

　る市場開放に対する支

　援

市 × ・　未実施 　継続

③　ホームページを活用

　した「食」の情報発信
市場協会 △ ・　未実施 　継続

④　卸売市場ＰＲ冊子の

　作成
市・市場協会 △

・　市場協会による新たなＰＲ

　冊子の作成を検討中
　継続

⑤　市場取扱生鮮食品の

　安全性ＰＲ

　（風評被害対策）

市・卸売業者 △ ・　再掲（販路対策⑤参照） 見直し

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－２０－



【効率化策】

１　事業者連携・共同化による業務の効率化

　⑴　取組・課題
　　配送業者との連携により商品の配送業務終了後に集荷業務を行うなど、事業者毎に

物流コストの削減に向けた取組を実施している。

　　また、現在、水産物部において共同配送の検討を行っていることから、既に各事業

者ごとに指定されている売場や空きスペース等についても、事業者間の連携による効

率的かつ有効な活用に努める必要がある。

　⑵　総括

主な取組 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　共同配送による流通

　コストの削減
卸売業者

仲卸業者

△
・　共同配送を水産物部におい

　て検討中。
　継続

②　荷捌所、買荷保管所

　等の共同利用による効

　率的な運用

×
・　施設の共同利用については

　未実施
見直し

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－２１－



２　市場情報のＩＣＴ化の推進

　⑴　取組・課題
　　集荷対策の一環として、液晶モニターを青果部卸売場に設置し出荷者や買参人へ市況

情報等の迅速な提供に努めた。

　　今後については市況以外の利活用とともに、設置されていない水産物部や花き部への

情報の伝達方法について検討する必要がある。

　　また、ＩＣＴを活用した業務としては、独自の取組として卸売場等に監視カメラを設

置し商品管理を行っている事業者もあるが、新たなインフラ整備に向けては各事業者ご

とに温度差があるなど、各種市場業務における電子データ化が遅れており、ペーパレス

など市場全体としての業務の軽減までには至っていない現状もあることから、再度業務

内容について精査し、実現可能な業務について速やかに取組む体制を構築していく必要

がある。

　⑵　総括

主な取組 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　入荷品目や取引価格

　等、需要者が必要とす

　る情報の即時表示

市

(卸売業者)

○

・　青果部卸売業者と連携し

　た液晶モニターによる出荷

　者や買参人への迅速な情報

　提供（再掲）

・　各種情報の電子データ化

　による報告書等のペーパー

　レス化については未実施

見直し

②　市況及び卸売予定数

　量報告書の電子データ

　化

○ 　継続

③　各種情報の電子デー

　タ化
× 　継続

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－２２－



３　指定管理者制度の導入

　⑴　取組・課題　　
　　市場の設置目的や性格、規模等を踏まえ市場内事業者で構成する、一般社団法人会津

若松市公設地方卸売市場協会を指定管理者として指定した。

　　毎日の巡回業務や第三者委託による施設の点検等により、施設・設備の損傷や不具合

に対し迅速な対応に努めるとともに、衛生講習会の開催など事業者と連携しながら市

場利用者の安全性と利便性の向上に努めている。

　⑵　総括

主な取組 事業主体
実施状況 今後の

方向性
評価 総括

①　市場条例の改正

市

市場協会

○ Ｈ 27

６月　指定管理者制度導入に係

　　る条例改正

９月　市場協会法人格取得

11月　仮協定の締結

12月　市議会の議決（本協定に

　　移行）

Ｈ 28

４月　指定管理者（市場協会）

　　による管理運営開始

　終了

②　市場協会の一般

　社団法人化
○ 　終了

評価欄　○：実施し、一定の成果をあげているもの

　　　　△：実施しているが十分な成果をあげるに至っていない又は調査・検討中のもの

　　　　×：未実施

今後の方向性欄：継続（優先）・継続・見直し・終了・廃止・（新規）

－２３－



　第５章　会津若松市公設地方卸売市場の基本戦略

　　１　ＳＷＯＴ分析

          経営展望の策定に向けて、卸売市場を取り巻く情勢とともに、本市場特有の環境条件

　　　　や強み・弱みについて、円卓会議による検討と市場内事業者からの意見聴取等の実施に

　　　　よるＳＷＯＴ分析を行い、課題解決に必要な取組を下表のとおり整理しました。
　

　

※　ＳＷＯＴ分析とは

　　強み（Ｓｔｒｅｎｇｔｈ

　ｓ）のＳ、弱み（Ｗｅａｋｎ

　ｅｓｓｅｓ）のＷ、機会（Ｏ

　ｐｐｏｒｔｕｎｉｔｉｅｓ）

　のＯ、脅威（Ｔｈｒｅａｔ

　ｓ）のＴの４つのポイントか

　ら現状の把握と対策を分析す

　る手法

　　　

外部環境・機会（Ｏ） 外部環境・脅威（Ｔ）

【社会情勢】

①　食への関心の高まり

②　情報化（ＩＣＴ）の進展

③　観光客・インバウンドの増加

④　地元ＪＡの合併による大型化

【市場法改正】

⑤　市場法改正に伴い市場毎の独自ルールの

策定が可能

【社会情勢】

①　少子高齢化と人口減少に伴う消費の減

②　生産者の減少、高齢化による出荷（生産

　）量の減

③　小売店の減少

④　天候要因による生産量の変動が大きい

⑤　有機認証・ＧＡＰ・ＨＡＣＣＰへの対応

（コストの増）

⑥　原子力発電事故による風評被害

【市場経由率の低下】

⑦　市場外流通の増加（消費者動向の変化）

【市場法改正】

⑧　県内外の他市場からの商品の流入（市内

ホテル・旅館など）

⑨　直荷引等の規制撤廃による市場機能等の

低下

市

場

内

部

・

強

み
（
Ｓ
）

【立地環境】

①　会津地域唯一の公設卸売市場　

　（地域拠点市場）

②　青果部・花き部においては地場

物が豊富

③　「会津」の知名度の高さ

【市場の特性】

④　経験豊富な従業員が多い。

⑤　産地や取引先の情報が得やすい

⑥　地域密着型で取引への信頼が安

　定している

⑦　国道に隣接し、ＩＣにも近いな

　ど交通の利便性が高い

⑧　施設が広い（余裕がある）

⑨　指定管理者制度の導入による市

　場運営の活性化

⑩　市場円卓会議の開催

Ⅰ「積極的攻勢」

内外の環境がプラス、積極的に攻める取組

Ⅱ「脅威の解消」　

強みを活かして脅威を解消する取組

①　産地市場としての集荷機能の強化

②　卸売市場法改正に対応する「会津モデル

取引ルール」の策定

③　情報発信基地としての機能を活かした生

産・物流・販売の支援

④　会津ブランドの発信強化

⑤　市場開放による市場ＰＲ

①　産地市場としての集荷機能の強化

　（Ⅰ：再掲）

②　安定した取引の維持と新たな販売機会の

創出

③　場内事業者連携による会津産農産物・食

材の販路拡大

市

場

内

部

・

弱

み
（
Ｗ
）

【市場施設】

①　施設の老朽化

②　コールドチェーンシステムの未

　整備

③　加工・パッケージ施設の未整備

【市場の特性】

④　供給エリアは広いが、供給人口

　は少ない

【事業者】

⑤　買参人等の減少（高齢化・跡継

　不在）に伴う取引の減

⑥　市場内事業者の高齢化

⑦　市場内事業者の経営悪化

⑧　市場入場者のマナー低下（喫煙、

　ゴミの排出など）

⑨　会津市場としての事業者連携に

　よる取組が少ない。

⑩　情報化の遅れ

【その他】

⑪　市場認知度の低下

Ⅲ「弱みを強みに変える」

欠点を改善し強みに変える取組

Ⅳ「基本機能の維持」

市場機能を維持する取組

①　安定した取引の維持と新たな販売機会の

創出（Ⅱ：再掲）

②　生産者や買参人への支援

③　卸売市場法改正に対応する「会津モデル

取引ルール」の策定（Ⅰ：再掲）

④　場内の衛生管理の徹底

⑤　市場開放による市場ＰＲ（Ⅰ：再掲）

⑥　物流拠点としての機能付加

⑦　低温（定温）売場の設置

⑧　市場空地の有効活用

⑨　空き店舗の利活用

①　市場協会を中心とした事業者連携体制の

構築

②　場内労働環境の改善

③　施設の建替えによるによる新市場システ

ムの整備

④　施設・設備の改修及び修繕の早期化

⑤　現有施設の共同利用

－２４－



２　分析に基づく方向性

　市場活性化プランの検証と総括、及びＳＷＯＴ分析による現状分析から、「集

荷・販売力の強化」、「安定かつ効率的な市場運営の確立」、「情報発信の強

化」、「適正な施設整備の推進」の４つを本市場の基本戦略とし、それに伴う取

組を推進していくものとします。

　基本戦略Ⅰ　集荷・販売力の強化

　集荷と供給（販売）力を高める取組や、それを支える事業者の支援を図ることによ
り、生鮮食料品等の安定供給を図ります。　

　　　　　　取組　１　産地市場としての集荷機能の強化

　　　　　　　　　２　安定した取引の維持と新たな販売機会の創出

　　　　　　　　　３　生産者や買参人への支援

　　　　　　　　　４　場内事業者連携による会津産農産物・食材の販路拡大

　基本戦略Ⅱ　安定かつ効率的な市場運営の確立

　卸売市場法の改正に伴い、会津若松市公設地方卸売市場条例や同条例規則等の見直
しを行い、規制緩和等による本市場の活性化を図ります。

　また、市や関係機関と連携した取組を推進し、食品等の安全に対する市民の期待に

応えます。

　業務の効率化など、経営基盤の強化に取組むとともに、市場事業者の働きやすい環

境づくりを図ります。

　　　　　　取組　１　市場法改正に対応する「会津モデル取引ルール」の策定

　　　　　　　　　２　市場協会を中心とした事業者連携体制の構築

　　　　　　　　　３　場内の衛生管理の徹底

　　　　　　　　　４　場内労働環境の改善

　基本戦略Ⅲ　情報発信の強化　　　　　　

　　　　　　　消費者及び需要者等との交流や情報交換を進めながら、「食」の情報発信に取組む
ことにより、市民に親しまれ、支持される市場を目指します。

　　　　　　取組　１　情報発信基地としての機能を活かした生産・物流・販売の支援

　　　　　　　　　２　会津ブランドの発信強化

　　　　　　　　　３　市場開放による市場ＰＲ

　基本戦略Ⅳ　適正な施設整備の推進

　本市場を取り巻く環境の変化に応じ、市場関係者のニーズにあった円滑な取引業務が

できるよう、老朽化した施設の修繕や有効利用を進めます。

　また、今後の社会構造の変化や関係法令等の改正による新たなニーズを踏まえながら、

市場施設の再整備に向けた調査・研究を行います。

　　　　　　取組　１　物流拠点としての機能付加

　　　　　　　　　２　市場空地の有効利用

　　　　　　　　　３　低温（定温）売場等の設置

　　　　　　　　　４　施設の建替えによる新市場システムの整備

　　　　　　　　　５　空き店舗の利活用

　　　　　　　　　６　施設・設備の改修及び修繕の早期化

　　　　　　　　　７　現有施設の有効利用　

－２５－



第６章　基本戦略に基づく行動計画

　第５章の基本戦略において定めた取組を推進するため、その実施時期や実施主体を協
議・検討し、行動計画として下記のとおり、明確化しました。

　行動計画については、進捗状況の把握とともに、今後の卸売市場を巡る情勢の変化等を

見据え、適宜計画の見直しを行うなど、柔軟かつ効果的に取組みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※1　◎：取組主体、○：サポート

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※2　実施期間：前期５年以内、後期10年以内

　【基本戦略Ⅰ　集荷・販売力の強化】

取組１　『産地市場としての集荷機能の強化』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔生産者との情報交換などによる出荷体制の強化

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　生産者から市場への出荷量の増加を図るため、定期的な

農家訪問等よる生産状況の確認に努めるとともに、栽培・

出荷に係る意見交換や指導・助言を行います。

　【青果・花き】

◎ ○

②〔ＧＡＰ取得に向けた支援　⇒SWOT－脅威の解消〕

　　量販店等のニーズに応える、安全と信頼性の高いＧＡＰ

認証農作物の出荷量の増加を図るため、生産者へのチラシ

の配布や、国・県が開催する説明会及び研修会の参加案内

など、ＧＡＰ取得に向けた支援及び啓蒙活動を推進します。

　【青果・花き・開設者】

◎ ○ ◎ ○

③〔１年を通じた生鮮食料品等の安定供給　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　既存取引先や消費者からニーズのある品目を確保するた

め、生産者への新たな品目の作付け提案や他市場との連携

を図りながら、生鮮食料品等の安定供給を図ります。

　【青果・水産・花き】

◎ ○ ○

④〔市場ブランド品の開発　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　市や量販店、生産者と連携した市場ブランド品の開発や

新商品の提案など、新たな特産品づくりに取組みます。

　【青果・花き・開設者】

◎ ○ ○ ○

⑤〔需要のある農産物の調査と生産奨励　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　医療施設から需要のある会津人参など、新たな業種から

の需要が見込まれる農産物の要望調査や検討を行い、生産

推奨に向けた取組を図ります。

　【青果】

◎ ○ ○

－２６－



⑥〔ＪＡ施設との連携体制構築　⇒SWOT－積極的〕

　　地場農産物の市場内流通量の増加を図るため、新たに整

備されるＪＡ施設（青果物広域集荷・選果・予冷機能）と

の連携体制を構築します。

　（期待される市場への活性化効果）

　　・　市場取扱高の増加

　　・　小売店等への安定出荷

　　・　予冷農産物の入荷による品質向上　

　【青果】

○ ○ ○ ◎ ○ ○

取組２　『安定した取引の維持と新たな販売機会の創出』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔地元小売店や量販店、旅館・ホテル等との商談会

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　市場流通品利用の維持・拡大を図るため、地元量販店や

買参人からの要望に応えられる品揃えと数量の確保に努め

るとともに、現在まで取引のない旅館やホテル、外食業者、

市のイベントに参加している飲食業者などを対象とした商

談会等を開催し、買参人の増を図ります。

　【青果・水産物・花き】　

◎ ◎ ○

②〔買参人との情報交換会　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　市場流通品利用の維持・拡大を図るため、学校給食セン

ター等へ納品する買参人との情報交換会を開催します。

　【青果・水産物】

　

◎ ◎ ○

③〔新たな取引要望団体等への対応　⇒SWOT－脅威の解消〕

　　取引先の確保と拡大を図るため、新たに本市場との取引

を希望する団体等の要望に対し、市場協会を窓口とした市

場内事業者による協議・連携体制を構築します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

④〔インターネット取引の活用　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　販売ルートの拡大を図るため、県内外へのインターネッ

ト取引の活用について、先進市場の取組等を調査・検討し、

取引の開始に向けて必要な設備や体制を整備します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

◎ ◎ ○ ○ ○

－２７－



取組３　『生産者や買参人への支援』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔補助メニューの紹介等による生産者への支援

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　生産者の円滑な事業の実施を支援するため、各種補助事

業について、メニューの紹介や事務手続きの助言等を行い

ます。

　【青果・花き・開設者】

◎ ◎ ○

②〔ＩＣＴの活用による生産者や買参人への支援

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　市場関係者の利便性の向上を図るため、卸売予定数量

（取引品目や数量）や市況（取引価格）、モニタリング結

果等の市場情報がいつでも・どこでも・誰でも確認できる

スマートフォン用サイトを整備します。

　【青果・水産物・花き・指定管理者・開設者】

○ ◎ ○ ○

取組４　『場内事業者連携による会津産農産物・食材

　　　　　の販路拡大』

　　　　　

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期
長期

①〔量販店等のネットワークを活用した試食販売

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－脅威の解消〕

　　販路と取引の拡大を図るため、量販店が各地域や店舗で

行うイベント情報等を市場内事業者間で共有・検討し、マ

ネキン（プロの販売員）による地元農産物や棒たら、にし

んの山椒漬けなど郷土料理（食材）の試食販売会を開催し

ます。

　【青果・水産物】

◎ ○ ○ ○

②〔バイヤー等の招聘による産地見学会等の開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－脅威の解消〕

　　新規取引の機会づくりとして、取引のない県内外の量販

店の仕入担当者やバイヤーを招聘し、青果・水産物・花き

部連携による産地見学や試食会を開催します。

  【青果・水産物・花き・指定管理者】

◎ ○ ○ ○

－２８－



　【基本戦略Ⅱ　安定かつ効率的な市場運営の確立】

取組１　『市場法改正に対応する「会津モデル取引

　　　　　　ルール」の策定』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔市場法改正に伴う市条例等の見直し　

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　卸売市場法の改正に係る各種規制の撤廃に伴い、本市場

における規制のあり方とともに、多様化する実需者ニーズ

に対応できる新たな取引ルールの策定について市場内事業

者と検討しながら、条例や規則等の見直しを行います。

　（各市場に委ねられた主な規制・検討事項）

　　・第三者販売の禁止

　　・直荷取引きの原則禁止

　　・商物一致の原則

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ◎ ○

②〔市場内関係者の利便性の向上　

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　卸売市場の主要購買者である買参人の減少に対応するた

め、買参人が承認された部以外からの「自家消費」に限定

した商品の購入を検討します。また、市場内事業所に勤務

する従業員の購入についても検討し、市場内関係者の利便

性の向上と場内取引の活性化を図ります。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ◎ ○

－２９－



　取組２　『市場協会を中心とした事業者連携体制の構

　　　　　　築』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔市場協会による専門組織の設立　

　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－基本機能の維持〕

　　市場全体として行動計画に係る各取組の強化を図るため、

市場における課題や要望についてとりまとめや検討を行う

専門組織を設立します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

②〔アイデア募集等による市場の新たな可能性の検討

　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－基本機能の維持〕

　　市場協会としての新規事業（配送・直売所等）の立ち上

げや共同配送等の業務連携、場外市場の整備など、市場内

外からのアイデアや提案を募集し、将来に向けた市場の新

たな可能性について検討します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ○ ○

－３０－



取組３　『場内の衛生管理の徹底』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔デジタルサイネージを活用した情報提供

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　会津産農産物の安全・安心の確保と風評の払拭を図るた

め、出荷者や集荷者、また市場内事業者によるデジタルサ

イネージ等を利用した放射性物質のモニタリング情報の活

用と確認の徹底に努めます。

　【青果・水産物・開設者】

◎ ○ ○ ○

②〔清潔な取引環境の保持　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　清潔な施設環境を保持するため、指定管理者と市場内事

業者の連携によるツバメや鳩等の排・駆除の徹底、タバコ

の完全分煙化、ゴミの抑制とリサイクルの推進、廃棄物の

適正処理、施設内の定期的な清掃と整理整頓を実施します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

③〔会津保健所との情報交換　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　市場内の衛生環境の向上を図るため、会津保健所による

定期巡回時の情報交換とともに、指摘事項については迅速

かつ適正に対応します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

④〔研修会の開催　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　販売食品等に起因する食品衛生上の危害の防止と、安全

性の確保に必要な正しい知識や技術の習得及び確認の徹底

を図るため、会津保健所と連携した研修会を開催します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

－３１－



取組４　『場内労働環境の改善』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔職場環境の整備　⇒SWOT－基本機能の維持〕

　　持続可能な市場運営に向けて、託児所やコインランドリ

ーの整備や労働条件の改善など、若い人材や女性の活躍で

きる職場環境の整備を図ります。

　【青果・水産物・花き・関連】

◎ ◎ ◎ ○

②〔サポーター制度の導入による人材不足の解消

　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－基本機能の維持〕

　　市場内事業所を退職された高齢識者について、各種イベ

ントや新規事業の開催などに対応できるサポーターとして

受入れ、人材不足の解消を図ります。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

－３２－



　【基本戦略Ⅲ　情報発信の強化】

取組１　『情報発信基地としての機能を活かした

　　　　　　生産・物流・販売の支援』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔市場の知見を活かした情報の発信　

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　地元産品の消費拡大を図るため、指定管理者ホームペー

ジから、会津「食」文化の紹介や旬の食材を利用したレシ

ピなど、市場の知見を活かした情報を発信します。

　【青果・水産物・花き・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○

②〔各種イベント等との連携　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　会津食文化の認知度向上と地産地消の取組による消費拡

大を図るため、「あいづ食の陣」や「地産地消まつり」等

のイベントと連携し、市民や観光客等への会津産農産物及

び郷土料理（食材）のＰＲ活動を推進します。

　【青果・水産物・花き・指定管理者・開設者】

○ ◎ ○ ○

③〔県内の地域拠点市場との連携　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　生鮮食料品等の安定供給とともに、集荷・販売の効率化

と拡大を図るため、県の第９次卸売市場整備計画において

地域拠点市場として位置づけられた本市場、福島市公設地

方卸売市場、郡山市総合地方卸売市場との情報交換を密に

しながら、各種事業について連携していきます。

　【青果・水産・花き・指定管理者・開設者】

◎ ◎ ◎ ◎ ○

－３３－



取組２　『会津ブランドの発信強化』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔地元農産物を活用した料理教室等の開催

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　地元産品のＰＲと地産地消の拡大を図るため、親子や子

育て世代を対象に、郷土料理として愛されているこづゆや、

会津伝統野菜・雪下野菜など地元農産物を使った料理教室、

また、会津の四季を意識したフラワーアレジメント教室を

開催します。

　【青果・水産物・花き・指定管理者・開設者】

○ ○ ◎ ○ ○

②〔出荷容器の統一化の検討　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　首都圏の大規模市場や量販店への「会津産」ＰＲ活動を

推進するために、出荷容器の統一化について検討します。

　【青果・水産物・花き・指定管理者】

◎ ○ ○ ○

③〔認知度向上に向けたＰＲ方法の検討

　　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－積極的攻勢〕

　　市場ブランドの確立と販路拡大に向けた取組を推進する

ために、市の振興作物や郷土料理（食材）を中心に、認知

度向上に向けたネーミングなどのＰＲ方法について検討し

ます。

　【青果・水産・花き・指定管理者・開設者】

◎ ○ ○ ○ ○

取組３　『市場開放による市場ＰＲ』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔市場まつりの開催等による市場開放

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　市民に、市場の役割や機能、市場で取扱う生鮮食料品等

の認識や理解を深めていただく機会として、市場まつりな

どの市場開放を開催します。

　・市場まつり

　・朝市などの定期的な市場開放イベント

　・小学校や市政教室など、市場見学の受入

　・市場の機能や役割、市場流通品目の情報等を盛り込んだ

　　卸売市場ＰＲ冊子の作成

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ○ ○

－３４－



　【基本戦略Ⅳ　適正な施設整備の推進】

取組１　『物流拠点としての機能付加』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔加工・パッケージ機能の確保　

　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続（優先）〕

　　需要者ニーズに対応できる、加工・パッケージ機能を確

保するため、ＪＡ施設との連携を図ります。

　【青果・水産物・指定管理者・開設者】　

○ ○ ○ ◎ ○

②〔荷捌所・配送所の設置検討　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　卸売業者及び仲卸業者の荷捌所・配送所について、現在

の使用状況や将来の取扱数量の調査や、必要とする規模・

機能についての意見交換を行い、施設の改修や新設などに

よる整備について検討します。

　【青果・水産物・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ○

③〔災害などへの対応　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　災害時などの緊急時における体制の確立に向けた新たな

機能を有する施設や設備の整備については、その必要性を

検証し、現有施設の有効活用も踏まえながら検討します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ◎ ○

－３５－



取組２　『市場空地の有効利用』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔利用可能な区画の有効活用　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　市場内の空地について、現在の使用・未使用状況の整理

を行い、利用可能な区画の有効活用について検討します。

　【指定管理者・開設者】

○ ◎ ○

取組３　『低温（定温）売場等の設置』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔低温（定温）売場の設置　

　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続（優先）〕

　　コールドチェーンシステムの確立による販売ルートの拡

大と品質管理の向上に向けた取組の充実を図るため、低温

（定温）売場を設置します。

　【青果・水産物・指定管理者・開設者】

　

◎ ○ ○ ◎ ○

－３６－



取組４　『施設の建替えによる新市場システムの整備』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔将来を見据えた適正な施設整備

　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－基本機能の維持〕

　　開設から 43年が経過し、老朽化した市場の建替に向けた

計画の策定が求められていることから、人口やマーケット

等の現状分析や流通環境の変化に対応した市場機能の整備、

さらに、整備後に生じる維持管理コストや施設使用料など

について協議する場を設定し、将来を見据えた適正な施設

整備の検討を行います。

　　また、施設整備に係る財源の確保に向けて、補助制度の

活用や基金等の設置について調査・検討します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ○ ◎ ○ ○

取組５　『空き店舗の利活用』

　　　　　

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔市場関係者の利便性向上のための利活用

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　空き店舗の有効活用について、市場内外からの要望や提

案等について検討し、買参人や事業者など市場関係者の利

便性の向上を図ります。

　【指定管理者・開設者】

◎ ○ ○

②〔新たな業種や事業への利活用　

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　市場入場者の増による賑わいの創出と活性化を図るため、

空き店舗への新たな業種（配送業者や量販店バイヤー事務

所など）の参入や、市場協会や市場内事業者連携による新

たな事業への利用について検討します。

　【指定管理者・開設者】

◎ ○ ○

－３７－



取組６　『施設・設備の改修及び修繕の早期化』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔施設の計画的な改修・修繕　

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　施設や設備の長寿命化を図るため、突発的な故障への速

やかな対応とともに、老朽化が著しく不具合を生じている

箇所の改修や修繕を計画的に実施します。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者】

○ ○ ○ ◎ ○ ○

②〔省エネルギー化の推進　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　施設・設備の修繕にあたっては、省エネルギー化を図る

ため、照明のＬＥＤ化等を積極的に推進します。

　【指定管理者】

◎ ○ ○

③〔補助財源の確保と必要性・費用対効果の検証

　　　　　　　　　　　　　　⇒市場活性化プラン－継続〕

　　施設・設備の大規模な改修（建替えも含む）については、

必要性や費用対効果等の精査をしながら、機能の維持や利

用方法、補助等の財源の確保などの整備に向けた検討を進

めます。

　【青果・水産物・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ◎ ○ ○

取組７『現有施設の有効利用』

行動計画

実施主体 実施期間

卸

売

業

者

仲

卸

業

者

関

連

事

業

者

指

定

管

理

者

開

設

者

前

期

後

期

①〔利用状況の点検による経費削減・業務の効率化

　　　　　　　　　　　　　　　　⇒SWOT－弱みを強みに〕

　　駐車場や倉庫など現在の使用状況の点検・整理を行い、

より有効な利用方法について検討しながら、使用料などの

維持管理経費の削減や業務の効率化を図ります。

　【青果・水産・花き・関連・指定管理者・開設者】

○ ○ ○ ◎ ◎ ○

－３８－



ＳＷＯＴ分析による基本戦略の体系

基本戦略 （分野別による取りまとめ） 基本戦略に基づく行動計画

Ⅰ　積極的攻勢（市場の強みを生かして積極的に推進する取組） 基本戦略Ⅰ　集荷・販売力の強化

　

基本戦略Ⅱ　安定かつ効率的な市場運営の確立

Ⅱ　脅威の解消（市場の強みを生かして困難やピンチを解消する取組）

Ⅲ　弱みを強みに変える（市場の欠点を改善し強みに変える取組）

基本戦略Ⅲ　情報発信の強化

基本戦略Ⅳ　適正な施設設備の推進

Ⅳ　基本機能の維持（市場機能を維持する取組）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－３９－

ＳＷＯＴ分析による課題解決に必要な取組
（平成31年度～平成40年度）

　基本戦略Ⅰ　集荷・販売力の強化

　⑴　産地市場としての集荷機能の強化
　　①　生産者との情報交換などによる出荷体制の強化　　②　ＧＡＰ取得に向けた支援
　　③　１年を通じた生鮮食料品等の安定供給　　　　　　　　④　市場ブランド品の開発　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　⑤　需要のある農産物の調査と生産奨励　　　　　　　　　⑥　ＪＡ施設との連携体制構築　

　⑵　安定した取引の維持と新たな販売機会の創出
　　①　地元小売店や量販店、旅館・ホテル等との商談会　　②　買参人との情報交換会
　　③　新たな取引要望団体等への対応　　　　　　　　　　　　　　④　インターネット取引の活用 

　⑶　生産者や買参人への支援
　　①　補助メニューの紹介等による生産者への支援　　②　ＩＣＴの活用による生産者や買参人への支援

　⑷　場内事業者連携による会津産農産物・食材の販路拡大
　　①　量販店等のネットワークを活用した試食販売　　②　バイヤー等の招聘による産地見学会等の開催

　基本戦略Ⅱ　安定かつ効率的な市場運営の確立

　⑴　市場法改正に対応する「会津モデル取引ルールの」の策定
　　①　市場法改正に伴う市条例等の見直し　　②　市場内関係者の利便性の向上

　⑵　市場協会を中心とした事業者連携体制の構築
　　①　市場協会による専門組織の設立　　　　　②　アイデア等の募集による市場の新たな可能性の検討

　⑶　場内の衛生管理の徹底
　　①　デジタルサイネージを活用した情報提供　　②　清潔な取引環境の保持
　　③　会津保健所との情報交換　　　　　　　　　　　　④　研修会の開催

　⑷　場内労働環境の改善
　　①　職場環境の整備　　②　サポーター制度の導入による人材不足の解消

　基本戦略Ⅲ　情報発信の強化

　⑴　情報発信基地としての機能を生かした生産・物流・販売の支援
　　①　市場の知見を生かした情報の発信　　②　各種イベント等との連携　　
　　③　県内の地域拠点市場との連携

　⑵　会津ブランドの発信強化
　　①　地元農産物を活用した料理教室等の開催　　②　出荷容器の統一化の検討
　　③　認知度向上に向けたＰＲ方法の検討

　⑶　市場開放による市場ＰＲ
　　①　市場まつりの開催等による市場開放

　基本戦略　Ⅳ　適正な施設整備の推進

　⑴　物流拠点としての機能付加
　　①　市場関係者の利便性向上のための利活用　　②　荷捌所・配送所の設置検討
　　③　災害などへの対応

　⑵　市場空地の有効利用
　　①　利用可能な区画の有効活用　

　⑶　低温（定温）売場等の設置

　⑷　施設の建替えによる新市場システムの整備
　　①　将来を見据えた適正な施設整備

　⑸　空き店舗の利活用
　　①　市場関係者の利便性向上のための利活用　　②　新たな業種や事業への利活用

　⑹　施設・設備の改修及び修繕の早期化
　　①　施設の計画的な改修・修繕　　②　省エネルギー化の推進
　　③　補助財源の確保と必要性・費用対効果の検証

　⑺　現有施設の有効利用
　　①　利用状況の点検による経費節減・業務の効率化

①　産地市場としての集荷機能の強化
　・ICTを活かした取引情報の提供による栽培提案とタイムリーな出荷要請※
　・会津の知名度を生かした、里芋に続く新たな特産品づくり
　・医食同源などの高まり等により需要が見込まれる農産物の調査や栽培提案

　①　産地市場としての集荷機能の強化

　②　安定した取引の維持と新たな販売機会の創出

　③　生産者や買参人への支援

　④　場内事業者連携による会津産農産物・食材の販路拡大 

②　市場法改正に対応する「会津モデル取引ルール」の策定
　・第三者販売や直荷引き等の規制撤廃、緩和による取引の活性化

③　情報発信基地としての機能を活かした生産・物流・販売の支援
　・県内地域拠点市場との連携による余剰及び不足品目への対応等

④　会津ブランドの発信強化
　・ホームページを活用した地場産品の紹介などによる知名度の向上と消費拡大

⑤　市場開放による市場ＰＲ
　・市民や観光客、インバウンドへの販売

　①　市場法改正に対応する「会津モデル取引ルール」の策定
　
　②　市場協会を中心とした事業者連携体制の構築
　
　③　場内の衛生管理の徹底
　
　④　場内労働環境の改善 　 　

①　産地市場としての集荷機能の強化
　・GAP取得による安全性を押し出した地場農産物の集荷・出荷の拡大　

②　安定した取引の維持と新たな販売機会の創出
　・地元買参人や量販店との商談会等の開催による取引の維持と買参人の確保
　・市場協会を窓口にした取引要望団体等への対応による販売機会の確保

③　場内事業者連携による会津産農産物・食材の販路拡大
　・量販店ネットワークを活用した試食販売会の開催等による地場産品のPRと販
　売機会の創出

①　安定した取引の維持と新たな販売機会の創出
　・ICTの整備・推進によるインターネット取引の実現と販路の拡大

②　生産者や買参人への支援
　・市の農産物生産支援に係る情報の提供による円滑な生産体制の構築
　・スマートフォンの利活用による市況等取引情報の受発信機能の強化

　①　情報発信基地としての機能を活かした生産・物流・販売の
　　支援

　②　会津ブランドの発信強化

　③　市場開放による市場ＰＲ 　 　

③　卸売市場法改正に対応する「会津モデル取引ルール」の策定
　・規制緩和による市場内取引の拡大

④　場内の衛生管理の徹底
　・デジタルサイネージによるモニタリング情報の周知徹底による風評被害の払拭
　・快適な取引環境の維持による安全・安心な生鮮食料品等の提供

⑤　市場開放による市場ＰＲ
　・市民への販売を通じた市場認知度の向上

⑥　物流拠点としての機能付加
　・需要者ニーズに対応できる施設、設備の設置

⑦　低温（定温）売場の設置
　・コールドチェーンシステムの確立による販路拡大 　①　物流拠点としての機能付加

　
　②　市場空地の有効利用
　
　③　低温（定温）売場の設置

　④　施設の建替えによるによる新市場システムの整備

　⑤　空き店舗の利活用

　⑥　施設・設備の改修及び修繕の早期化
　
　⑦　現有施設の有効利用 　 　

⑧　市場空地の有効利用
　・利用可能な区画の有効活用

⑨　空き店舗の利活用
　・新たな業種の入場など市場関係者のニーズに合わせた利活用の検討

①　市場協会を中心とした事業者連携体制の構築
　・活性化に向けた取組みの実施や市場運営に係る要望、課題に対応できる体
　制の構築

②　場内労働環境の改善
　・将来の市場を担う人材の確保

③　施設の建替えによるによる新市場システムの整備
　・市場制度改革や社会構造の変化に対応する市場の再整備に向けた検討

④　施設・設備の改修及び修繕の早期化
　・老朽化した施設の長寿命化と省エネの推進

⑤　現有施設の有効利用
　・利用状況の点検による使用料等の経費削減や業務の効率化

※　「・」　…　SWOT分析における取組の視点を記載



第７章　経営展望における数値目標

　⑴　市場活性化プランにおける数値目標の検証

　　　市場活性化プランでは、東日本大震災の影響を考慮して、青果部・水産物・花き部の

　　卸売の取扱高について、平成 22年度並みの維持・向上を目標に設定しました。

　　【市場活性化プランにおける卸売業者取扱高の目標値と計画期間の比較・検証】

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

年度

部別

平成22年度

（基準値）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

平成30年度

（目標値）

青果部 5,706,322 5,067,034 5,135,351 5,207,150 5,047,306 5,800,000

水産物部 5,296,575 3,627,233 3,476,128 3,036,851 2,916,051 5,300,000

花き部 470,911 396,347 414,484 422,936 455,085 480,000

計 11,473,888 9,090,614 9,025,963 8,666,937 8,418,442 11,580,000

　参考：卸売業者取扱数量（単位　青果部・水産物部：ｔ、花き部：万本・鉢）

年度

部別
平成22年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

青果部 24,016 21,376 19,619 18,382 18,021

水産物部 8,935 11,059 10,597 10,332 11,243

花き部 557 384 379 400 408

　　青果部は、これまで取扱数量は減少しつつも、高値での取引が続いたため売上高は微

増となっていましたが、平成29年度は前年比で約1億6千万円の減となりました。

　　水産物部についても、約1億2千万円の減と減少傾向が続いており、花き部が花束等の

加工品の増により約3千2百万円の売上高の増となったものの、平成２９年度における卸

売業者の取扱高（金額）は、前年度比較で2.9％（▲約2億4千8百万円）の減となってい

ます。

　⑵　経営展望における数値目標

　本市場の供給圏域である会津地域の人口減少や少子高齢化による食糧消費量の減少、

流通形態の多様化などを要因とする取扱高の減少は、今後も続いていくものと予想され

ます。

　本市場が卸売市場を取り巻く厳しい環境に対応し、安全・安心な生鮮食料品等の流通

機構としての役割と機能を維持・継続していくため、経営展望における数値目標を、「

地域拠点市場」の目標取扱高を基準としながら下表のとおり設定し、その達成に向けて

基本戦略に基づいた行動計画を市場関係者が一体となって取組みます。

　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　青果部・水産物部：ｔ、花き部：万本）

地方卸売市場（地域拠点市場）

の目標取扱高
（国第10次卸売市場整備基本方針）

５ヵ年度平均

取扱数量
（平成25～29年度）

本市場の

実績取扱数量
（平成29年度）

本市場の

目標取扱数量
（平成40年度）

青果部 15,000 19,941 18,021 20,000

水産物部 7,000 11,170 11,243 12,000

花き部 2,000 401 408 410
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第８章　行動計画の実施及び遂行状況の評価と見直し

　１　基本戦略・行動計画の実施

　　　　経営展望の策定後は、行動計画の実施主体が中心なり、計画を実行していき

ます。

　　　　それそれの市場関係者は、その内容を組織全体で共有化し、実施状況を定期

的に確認していくことが大切です。

　２　行動計画の遂行状況の評価と見直し

　取組の実施主体となる市場関係者などが、行動計画に基づく具体的な実施計

画を作成し、日頃からのデータの集計や活動実績を確認するとともに、定期的

に市場協会や円卓会議において取組の内容を取りまとめの上、年度評価と検証

を行うものとします。

　その場合、次年度の取組に反映させていくために、ＰＤＣＡ（ＰＬＡＮ

〔計画〕）－ＤＯ〔実行〕－ＣＨＥＣＫ〔評価〕－ＡＣＴＩＯＮ〔見直し〕）

サイクル手法により検証し、改善を図ります。

　また、卸売市場においては、生産者や出荷者、実需者や消費者の双方が社会

経済情勢や異常気象などの要因により、大きな影響を受ける場合があることか

ら、これらの環境の変化に柔軟かつ迅速に対応するため、必要に応じて行動計

画の見直しを行うこととします。
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会津若松市公設地方卸売市場活性化円卓会議　委員名簿

№ 役職 氏名 区分 所属等

１ 座長 貴田岡　信 学識経験者
国立大学法人福島大学

　経済経営学類　教授

２ 委員 渡辺　市雄

生産者農業関係者

会津若松市認定農業者協議会

　会長

３ 委員 岩橋　　崇
会津よつば農業協同組合　

　西部営農経済センター長

４ 委員 佐藤　洋一

市場関係者

丸果会津青果株式会社　

　代表取締役会長

５ 委員 川島　慧介
株式会社会津丸水

　代表取締役社長

６ 委員 猪俣　幸洋
有限会社会津中央青果

　代表取締役社長

７ 委員 大貫　勇治
会津丸善水産株式会社

　代表取締役社長

８ 委員 小野　真毅
会津地区青果物商業協同組合

　理事長

９ 委員 荒井　　浩
一般社団法人会津若松市公設

地方卸売市場協会　専任理事

10 委員 福島　一郎 開設者 会津若松市農政部長
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会議検討経過

会議等 開催日 主な内容

第１回市場活性化円卓会議
平成29年

　08月 24日

○　市場活性化円卓会議の設置について

○「経営展望」策定スケジュール（案）

　について

○　県内の主要卸売市場の現状と課題に

　ついて（貴田岡座長講演）

場内事業者21社への市場

活性化プランに係るアン

ケート調査及びヒアリング

　09月 25日

～10月 23日

○　市場活性化プランにおける施策の進

捗状況

○　市場活性化プランの取組にあたって

の課題

○　市場の維持・活性化に向けた意見等

第２回市場活性化円卓会議 　11月 20日
○　市場活性化プランに係る調査結果及

び中間総括（案）について

第３回市場活性化円卓会議
平成30年

　13月 23日

○「経営展望」の全体構成(案)について

○　市場活性化プランに係る取組、課題

及び総括について

○「経営展望」基本戦略策定に係るSWOT

分析（たたき台）について

場内事業者21社への「経

営展望」の基本戦略に係る

SWOT分析表の作成依頼及び

ヒアリング

　04月 05日

～04月 20日

○　場内事業者によるSWOT分析表の作成

　（4市場の強み・弱み、外部環境によ

る脅威等の分析とそれに対する取組に

ついて

第４回市場活性化円卓会議 　05月 10日
○「経営展望」基本戦略策定に係るSWOT

分析結果について

第５回市場活性化円卓会議 　08月 03日

○　市場協会からの市場使用料に関する

特例措置の継続要望に対する意見交換

○　市場敷地の利活用について

○「経営展望」基本戦略の取組に係る「

　行動計画」（素案）について

第６回市場活性化円卓会議 　08月 30日 ○　経営展望（たたき台）について

第７回市場活性化円卓会議 　10月 11日

○　経営展望（素案）について

○　市場協会からの市場使用料に関する

特例措置の継続要望への対応について

第８回市場活性化円卓会議 　11月 01日
○　経営展望（案）について

○　市への報告内容について
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会津若松市公設地方卸売市場活性化円卓会議設置要綱

（平成２９年８月９日決済）

（名称）

第１条　本会は、会津若松市公設地方卸売市場活性化円卓会議（以下「円卓会議」

　という。）という。

（目的）

第２条　円卓会議は、卸売市場を取り巻く環境の変化を踏まえつつ、会津若松市公

設地方卸売市場（以下「市場」という。）の役割及び機能の維持・活性化を図る

ための方策について検討することを目的とする。

（検討内容）

第３条　円卓会議では、前条に掲げる事項のほか、次に掲げる事項について検討を

　行うものとする。

　⑴　市場活性化プランに関すること。

　⑵　第９次福島県卸売市場整備計画に係る経営展望の策定に関すること。

　⑶　市場の活性化に関すること。

　⑷　その他必要と認められる事項

（構成）

第４条　円卓会議は、次に掲げる者で構成する委員１０名以内をもって組織する。

　⑴　学識経験者

　⑵　市場関係者

　⑶　生産者等農業関係者

　⑷　市の職員

２　委員の任期は、２年とする。ただし、再任を妨げない。

３　補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（座長）

第５条　円卓会議に座長を１名置き、委員の互選によりこれを選出する。

２　座長は、円卓会議を代表し、会務を総理する。

３　座長に事故あるとき又は座長が欠けたときは、あらかじめ座長が指定する委員

　が職務を代理する。

４　座長の任期は、２年以内とする。ただし、再任を妨げない。

（会議）

第６条　円卓会議の会議は、座長が招集する。

２　円卓会議の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。

３　円卓会議の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは座長の

　決するところによる。

（意見の聴取等）

第７条　座長は、第２条及び第３条に掲げる事項について検討するため必要がある
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　と認めるときは、円卓会議の委員以外の者の出席を求め、その意見を聞き、又は

　必要な資料の提出を求めることができる。

（報告等）

第８条　円卓会議による検討内容は、必要に応じて委員に関係ある機関その他関係

　機関等へ周知するものとする。

（事務局）

第９条　円卓会議の事務局は、会津若松市農政部農政課に置く。

（補則）

第10条　この要綱に定めるもののほか、円卓会議の運営に関し必要な事項は、座長

　が別に定める。

　　　附　則

　

　この要綱は、決裁の日から施行する。
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